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平成２９年１１月１４日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２９年（行ケ）第１０１３２号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 平成２９年１０月２４日 

            判    決 

    

 

          原       告   ウォーターズ テクノロジーズ  

                      コーポレーション 

           

          同訴訟代理人弁理士   三   上   真   毅 

          被       告   特 許 庁 長 官 

          同 指 定 代 理 人   大   森   友   子 

                      酒   井   福   造 

                      真   鍋   伸   行                   

            主    文 

      １ 原告の請求を棄却する。 

      ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

      ３ この判決に対する上告及び上告受理の申立てのための付加期間を

３０日と定める。 

            事実及び理由 

第１ 請求 

 特許庁が不服２０１６－１８２０号事件について平成２９年２月８日にした審決

を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 １ 特許庁における手続の経緯等 

 ⑴ 原告は，平成２７年１月２７日，以下の商標登録出願をした（商願２０１５
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－６５９１号。甲３３）。 

商標の構成：ＵＮＩＦＩ（標準文字）（以下「本願商標」という。） 

指定商品：第９類「クロマトグラフィー及び質量分析の分野において用いられる

理化学装置の制御用コンピュータソフトウェア，データの収集・分析・管理・保存・

転送及びデータの状況監視・レポート作成・法規制との適合性を図る理化学装置制

御用コンピュータソフトウェア，その他のコンピュータソフトウェア」 

 ⑵ 原告は，平成２７年１１月６日付けで拒絶査定を受けたので，平成２８年２

月５日，これに対する不服の審判を請求した。 

 ⑶ 特許庁は，これを不服２０１６－１８２０号事件として審理し，平成２９年

２月８日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との別紙審決書（写し）記載の

審決（以下「本件審決」という。）をし，同月２０日，その謄本が原告に送達され

た。なお，出訴期間として９０日が附加された。 

 ⑷ 原告は，平成２９年６月２０日，本件審決の取消しを求める本件訴訟を提起

した。 

 ２ 本件審決の理由の要旨 

 本件審決の理由は，別紙審決書（写し）記載のとおりである。要するに，本願商

標は，別紙引用商標目録記載１ないし３の商標（以下「引用商標１」などという。

乙３の１・２，４の１・２，５）と，類似する商標であって，かつ，本願商標の指

定商品と引用商標１ないし３の指定商品とは，同一又は類似するものであるから，

商標法４条１項１１号に該当し，商標登録を受けることができない，というもので

ある。 

 ３ 取消事由 

 ⑴ 引用商標１に基づく商標法４条１項１１号該当性の判断の誤り（取消事由１） 

⑵ 引用商標２に基づく商標法４条１項１１号該当性の判断の誤り（取消事由２） 

 ⑶ 引用商標３に基づく商標法４条１項１１号該当性の判断の誤り（取消事由３） 

第３ 当事者の主張 
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 １ 取消事由１（引用商標１に基づく商標法４条１項１１号該当性の判断の誤り）

について 

〔原告の主張〕 

⑴ 商品の類否 

本願商標の指定商品は，①クロマトグラフィー及び質量分析の分野において用い

られる理化学装置の制御用コンピュータソフトウェア，②データの収集・分析・管

理・保存・転送及びデータの状況監視・レポート作成・法規制との適合性を図る理

化学装置制御用コンピュータソフトウェア，③その他のコンピュータソフトウェア

である。 

上記①及び②の商品（以下「理化学装置の制御用コンピュータソフトウェア等」

と総称することがある。）は，大学や研究機関等において行われるクロマトグラフ

ィー及び質量分析を行う理化学装置に搭載され，データの収集・分析・管理・保存・

転送，状況監視・レポート作成・法規制との適合性を図るなどの機能を備えたコン

ピュータソフトウェアであり，その機能・用途によれば，むしろ第９類の「理化学

機械器具」に属する商品（専用ソフトウェア）であるともいえ，その場合，明らか

に，引用商標１の指定商品である「半導体チップ，半導体素子」（以下「半導体素

子等」と総称することがある。）とは異なるものである。「理化学機械器具」は，

半導体素子等が含まれる「電子応用機械器具」と同じ第９類に属するものの，同商

品とは異なる類似群コード（１０Ａ０１）が付されている。 

また，上記③の「その他のコンピュータソフトウェア」について，特許庁の商標

審査基準に照らし，引用商標１の指定商品である半導体素子等と対比すると，以下

のとおり，両商品は，生産部門，販売部門，原材料及び品質，用途，需要者の範囲，

完成品と部品との関係にあるか，のいずれにおいても，顕著に異なる。したがって，

両商品に同一又は類似の商標を使用した場合にも，同一営業主の製造又は販売に係

る商品と誤認混同されるおそれはないものといえ，両商品は，類似するものではな

い。 
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ア 生産部門 

コンピュータソフトウェアは，大掛かりな設備投資を必要とせず，汎用コンピュ

ータを用いて開発・製造が行われるため，ソフトウェア市場は，巨人企業数社と無

数の零細メーカーの二極構造となっている。ソフトウェア業界における日本企業と

しては，日本オラクル，トレンドマイクロ，ワークスアプリケーションズ，オービ

ック，ＯＢＣ，ジャストシステムなどがあるが，コンピュータソフトウェアに関す

る業界団体である一般社団法人コンピュータソフトウェア協会の正会員３９３社に，

半導体事業者は含まれていない。また，東洋経済新報社発行「会社四季報 ２０１

６年下期 未上場会社版」に掲載された情報・システム・ソフト業界の１６１社は

いずれも，その事業として半導体そのものを手掛けておらず，ＮＥＣ，東芝，日立，

富士通，三菱電機，パナソニックといった大手電機メーカーも子会社を通じてソフ

トウェアの開発・製造を行っている実情が窺い知れる。 

一方，半導体素子等は，その製造に大規模かつ最新の設備を必要とする代表的な

装置産業の一つであり，半導体業界における日本企業としては，東芝，ルネサステ

クノロジ，ソニー，ＮＥＣエレクトロニクス，パナソニック，シャープ，エルピー

ダメモリ，ローム，富士通マイクロエレクトロニクスなどの，巨大資本，設備を有

する企業がある。 

このように，ソフトウェア業界と半導体業界における大手企業に限ってみても，

両業界の生産者は明らかに異なる。また，ソフトウェア業界は，巨大企業数社と無

数の零細メーカーの二極構造であるのに対し，半導体業界は，その製造に大規模か

つ最新の設備を必要とする代表的な装置産業であって，両商品は，業界自体が異な

るだけでなく，生産部門において一致しない。 

イ 販売部門 

コンピュータソフトウェアは，ビジネス用以外にも，研究機関や教育機関，病院・

介護施設，娯楽施設，公共施設，一般家庭向けにまで，幅広く社会生活において利

用されている。そのため，電化製品の量販店やパソコンショップで通常販売されて
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いるだけでなく，楽天，アマゾンジャパン，ヤフー等，一般消費者向けに取引を展

開するウェブサイトにおいても，「パソコンソフト」のジャンル名で多数取引され

ている。 

一方，半導体素子等は，その機能・用途に従い，半導体を組み込んだ各種産業製

品を生産する事業者向けに，半導体を専門的に取り扱う商社等を通じて主に販売さ

れるものであり，最終製品に組み込まれた後は，その外観から半導体素子等の存在

は確認し得ず，一般消費者が半導体素子そのものを日常，頻繁に目にするものでは

ない。仮に，自作パソコンの製作を試みるパソコンマニア向けに，一部のパソコン

ショップやネットショップで半導体素子等が販売されている事実があるとしても，

半導体素子等の販売取引市場全体を見れば，ごく僅かな一部の事情を示すにすぎな

い。例えば，楽天サイトでは，パソコン・周辺機器のカテゴリーにおいて「パソコ

ンソフト」は４万０５４８件検出されるのに対し，「半導体素子」では２４件が検

出されるにすぎず，その商品はいずれも半導体素子そのものではない。また，「半

導体チップ」で検索した場合，該当する商品は１件も検出されない。 

このように，両商品の販売部門は，異なるものと判断されてしかるべきである。 

ウ 需要者 

コンピュータソフトウェアは，コンピュータや電子機器，携帯端末，スマートフ

ォン，自動車，家電製品に至るまで，あらゆるビジネス分野の事業者だけでなく，

幅広い年齢の個人利用者をその需要者とするのに対し，半導体素子等は，半導体を

組み込んだ各種産業製品を生産する事業者がその主たる需要者である。 

また，コンピュータソフトウェアは，半導体と異なり，出荷された商品に最初か

ら組み込まれていたとしても，出荷後，当該商品の購入者（ユーザー）によってソ

フトウェアのインストールやバージョンアップが頻繁に行われるという，ソフトウ

ェア独自のビジネス構造において，半導体とは顕著な差異を有しており，両商品は，

需要者の範囲において比較し得ない。 

エ 用途，原材料及び品質 
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コンピュータソフトウェアは，電子計算機を機能・指令させるプログラムである

のに対し，半導体素子等は，半導体を素材として作られた回路素子であり，原材料

及び品質が異なる。 

また，両商品は，いずれも各種産業製品に備わり，当該製品の機能を高める意味

において，用途上の共通点があるものの，コンピュータソフトウェアはバージョン

アップやアンインストールが容易にでき，半導体素子等にはない特徴を備えている

ことを考慮すると，両商品は，用途においても顕著に異なる。 

オ 完成品と部品との関係 

コンピュータソフトウェアと半導体素子等とが完成品と部品の関係にないことは，

明らかである。 

カ その他取引の実情 

日本標準産業分類において，コンピュータソフトウェアは，大分類Ｇ（情報通信

業）の中の中分類３９（情報サービス業）に区分されるのに対し，半導体素子等は，

大分類Ｅ（製造業）の中の中分類２８（電子部品・デバイス・電子回路製造業）に

区分されており，両商品は，我が国の産業構造上，異なる業界・分野に属するもの

と捉えられている。 

⑵ 商標の類否 

本願商標と引用商標１とが，外観において近似し，「ユニフィ」という称呼を共

通にし，観念において区別できるものではないことから，互いに紛れるおそれのあ

る類似の商標であることについては認める。 

〔被告の主張〕 

⑴ 商品の類否 

本願商標の指定商品は，理化学装置の制御用コンピュータソフトウェア等に限ら

れるものではなく，コンピュータソフトウェア全般を指定商品とするものである。   

そして，以下のとおり，コンピュータソフトウェアと半導体素子等とは，いずれ

も電子の作用を応用したものであり，その用途及び機能において密接な関連を有す
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るものである。また，両商品を生産する事業者が存在するほか，様々な商品を取り

扱っている総合ショッピングサイトだけでなく，半導体素子等などを含む電子部品

を専門に扱う販売店においてもコンピュータソフトウェアを同時に扱っているなど，

両商品を販売する事業者も存在しており，その需要者も共通する。これらの実情に

照らすと，両商品に同一又は類似の商標が付されたときには，同一営業主の製造又

は販売に係る商品と誤認混同を生ずるおそれがあるといえ，両商品は類似する。 

ア 生産部門 

一般社団法人電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）における，コンピュータソフ

トウェアに関連するソフトウェア事業委員会を構成する８社のうち，沖電気工業，

東芝，ＮＥＣ，日立製作所，富士通，三菱電機の６社が，半導体事業に関連する半

導体部会の構成企業である。また，株式会社バッファローのように，同協会と一般

財団法人コンピュータソフトウェア協会の両方の登録会員に属している企業がある

ほか，同一の会社ではないものの，同じ企業グループに属する複数の会社がそれぞ

れの登録会員に属している例もある。さらに，コンピュータソフトウェアと半導体

素子等に包含されるダイオード，集積回路（ＩＣ）等の商品については，両商品を

製造している企業がある。 

イ 販売部門 

コンピュータソフトウェア及び半導体素子等に包含される商品については，様々

な商品を取り扱っている総合ショッピングサイトや家電量販店だけでなく，半導体

素子等などを含む電子部品を専門に扱う販売店においても，両商品を取り扱う店舗

がある。 

ウ 需要者 

一般の個人需要者は，自らが求めるスペックに合わせて，必要なパーツを組み立

ててパソコンを作り上げたり，所有するパソコンの性能を向上させたりするために，

コンピュータソフトウェアに含まれるオペレーティングシステム（ＯＳ）やアプリ

ケーションソフトウェア，半導体素子等に含まれるコンピュータの中央演算処理装
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置（ＣＰＵ）等を購入し，使用している。 

また，事業者等において半導体素子等を主に購入する者は，コンピュータ及びそ

れを搭載した電子機器などの構成に半導体チップ等を組み込んだ製品を生産する製

造メーカーであり，このようなメーカーは，多数存在する。これらの事業者は，企

業内で使用するアプリケーションソフトウェアのほか，製品の品質・管理又はその

設計などに使用する産業用のコンピュータソフトウェアを購入し，使用するのが一

般的である。 

このように，一般需要者及び事業者のいずれにおいても，コンピュータソフトウ

ェアと半導体素子等の両商品を購入し，使用している実情がある。 

エ 用途及び機能 

コンピュータソフトウェアと半導体素子等とは，いずれも電子の作用を応用した

商品であり，コンピュータ等の電子機器は，コンピュータソフトウェアを用い，半

導体素子等が含まれる電子回路等に指示されることで，必要となる機能を実現する。

このように，両商品は，コンピュータ等の電子機器を稼働するために構成上不可欠

なものであり，それぞれの用途及び機能は密接な関連を有する。 

⑵ 小括 

よって，本件商標は，商標法４条１項１１号に該当する。 

２ 取消事由２（引用商標２に基づく商標法４条１項１１号該当性の判断の誤り）

について 

〔原告の主張〕 

⑴ 商標の類否 

ア 本願商標 

本願商標は，標準文字で書された欧文字「ＵＮＩＦＩ」からなる。 

「ＵＮＩＦＩ」の文字は，辞書等に掲載された既存語ではない。そのため，本願

商標からは特定の観念が生じないだけでなく，通常の注意力を有する我が国の需要

者であれば，そのままローマ字読みすることが容易に推測される。この場合，本願
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商標から生じる自然な称呼は，その構成文字に相応して，「ユニフィ」のみである。 

 イ 引用商標２ 

引用商標２は，「Ｕｎｉｆｙ」の欧文字を特徴のある筆記体で書した態様からな

るものである。 

「Ｕｎｉｆｙ」の語は，「ユニファイ」と読み，「統一する」等の意味を有する

英単語である。そして，本願商標の指定商品に係る需要者・取引者は，理化学装置

やコンピュータソフトウェアに関する知識を有する者を主たる対象としており，こ

れらの者は英語に対する関心・知識レベルが比較的高いことを考慮すると，「Ｕｎ

ｉｆｙ」の語は，一種の造語として看取されるものではなく，上記のような観念，

称呼を生じる。 

 ウ 本願商標と引用商標２の対比 

本願商標と引用商標２は，「ＵＮＩＦＩ」，「Ｕｎｉｆｙ」という，欧文字５文

字の比較的少ない文字構成からなる。また，語尾に位置する「Ｉ」と「ｙ」の文字

の差異は，通常の注意力を有する需要者であれば容易に判別することができ，当該

差異が外観全体に及ぼす影響は軽視されるものではない。 

また，本願商標の称呼である「ユニフィ」と引用商標２の称呼である「ユニファ

イ」とを対比すると，３音又は４音という短い音構成において，前半の「ユニ」は

共通するものの，後半の「フィ」と「ファイ」の差異が称呼全体に与える印象は強

いことから，両商標の称呼は，容易に峻別され得る。 

さらに，造語である本願商標からは具体的な意味合いが生じないのに対し，引用

商標２からは「統一する」等の意味合いが生じるため，両商標は，観念上明らかに

非類似である。 

以上のとおり，本願商標と引用商標２とは，外観，称呼，観念において非類似の

商標と判断されてしかるべきである。本願商標と引用商標２とが非類似であること

は，①特許庁は，本願商標と同様の文字構成からなり，語尾に位置する「Ｉ」と「ｙ」

の文字のみが異なる商標（「ＤＥＦＩ」と「ＤＥＦＹ」，「ｅｆｉ」と「ｅｆｙ」，
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「ＴＦＹ」と「ＴＦＩ」，「Ｃｌａｒｉｆｙ」と「ＣＬＡＲＩ－ＦＩ」）について，

外観，称呼，観念のいずれもが非類似であるとして，併存して登録を認めているこ

と，②引用商標１と引用商標３とは，第９類においてその指定商品が類似するもの

の，並存して登録されていること，③英語を母国語とする米国においても，「ＵＮ

ＩＦＩ」と「Ｕｎｉｆｙ」は非類似の商標として併存して登録されていることから

も，裏付けられる。 

⑵ 商品の類否 

ア 本願商標の指定商品 

前記１のとおり，本願商標の指定商品のうち，理化学装置の制御用コンピュータ

ソフトウェア等は，その機能・用途によれば，むしろ第９類の「理化学機械器具」

に属する商品（専用ソフトウェア）であり，１０Ａ０１の類似群コードが付される

商品の範疇であるといえる。 

イ 引用商標２の指定商品 

引用商標２の指定商品のうち，「電子応用機械器具及びその部品」は，第９類に

属する商品であり，１１Ｃ０１の類似群コードが付されている。 

ウ 本願商標の指定商品と引用商標２の指定商品の対比 

以上のとおり，本願商標の指定商品と引用商標２の指定商品は，類似群コードが

異なることから，特許庁の類似商品・役務審査基準に照らし，両商品は，原則とし

て非類似である。 

〔被告の主張〕 

⑴ 商標の類否 

ア 本願商標 

本願商標は，「ＵＮＩＦＩ」の欧文字を標準文字で表してなるところ，該文字は，

英和辞典等の外国語辞典や一般の辞書等に掲載されているものではなく，特定の観

念を生じさせることのない一種の造語と理解，認識されるものである。 

欧文字からなる商標については，造語や，我が国で慣れ親しまれていない外国語
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の場合，我が国において広く親しまれている一般的なローマ字読み又は英語風の読

みを元に，つづりの共通部分から称呼しやすい読みを適宜選択して称呼されること

が多い。このとき，特定の称呼のみをもって認識されているといえる特段の事情が

なければ，該欧文字の構成によって自然な称呼が複数生ずる場合がある。 

本願商標の構成中「ＵＮＩ」の文字部分は，「ｕｎｉｆｏｒｍ」等の親しまれた

英単語において「ユニ」と称呼されている。また，その構成中「ＦＩ」の文字部分

は，「ｆｉｌｅ」，「Ｗｉ－Ｆｉ」，「ｆｉｌｍ」など，英和辞典等の記載におい

て，「ファイ」又は「フィ」と発音されていることから，「ファイ」又は「フィ」

と称呼される場合があるといえる。したがって，本願商標は，その構成文字に相応

して「ユニファイ」又は「ユニフィ」の称呼が生ずる。 

イ 引用商標２ 

引用商標２は，筆記体で表された「Ｕｎｉｆｙ」の欧文字からなる。「Ｕｎｉｆ

ｙ」の文字は，「統一する」等の意味を有する英語として英和辞典には掲載されて

いるものの，一般に親しまれている平易な英語ではなく，我が国で慣れ親しまれて

いない外国語であるから，その意味が広く一般に浸透している語とはいい難く，一

種の造語と理解，認識されるものであり，特定の観念は生じないというべきである。 

そして，引用商標２の構成中，「Ｕｎｉ」の文字部分は，本願商標と同様に「ユ

ニ」の称呼が生ずるものであり，その構成中「ｆｙ」の文字部分は，英和辞典の記

載において「ファイ」又は「フィ」と発音されていることからすると，「ファイ」

又は「フィ」と称呼される場合があるといえるため，引用商標２は，「ユニファイ」

又は「ユニフィ」の称呼が生ずる。 

ウ 本願商標と引用商標２の対比 

本願商標と引用商標２は，いずれも，普通に用いられる欧文字の書体で表された

ものであり，語頭から４文字目までそのつづりを同一にするものであって，相違す

る部分は，語尾に位置する「Ｉ」と「ｙ」の文字の差異のみであるから，外観上，

互いに近似した印象を与える。  
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また，本願商標と引用商標２とは，いずれも「ユニファイ」又は「ユニフィ」の

称呼を生ずるものであり，その称呼を同一にする。 

さらに，本願商標と引用商標２とは，いずれも特定の観念を生ずるものではなく，

観念上，区別することができない。 

以上の事情を総合して全体的に考察した場合，本願商標と引用商標２とは，互い

に紛れるおそれのある類似の商標であるといえる。 

⑵ 商品の類否 

本願商標の指定商品は，理化学装置の制御用コンピュータソフトウェア等に限ら

れるものではなく，コンピュータソフトウェア全般を指定商品とするものである。 

そして，本願商標の指定商品であるコンピュータソフトウェアは，引用商標２の

指定商品中の「電子応用機械器具及びその部品」に含まれるものであるから，両商

品は，同一又は類似する。 

 ３ 取消事由３（引用商標３に基づく商標法４条１項１１号該当性の判断の誤り）

について 

 〔原告の主張〕 

 ⑴ 商標の類否 

 引用商標３は，引用商標２と同じ「Ｕｎｉｆｙ」の欧文字を，標準文字で書した

ものである。本願商標と引用商標３とが，外観，称呼，観念において非類似の商標

と判断されてしかるべきであることについては，引用商標２の場合と同様である。 

 ⑵ 商品の類否 

前記１のとおり，本願商標の指定商品のうち，理化学装置の制御用コンピュータ

ソフトウェア等は，第９類の「理化学機械器具」に属する商品であり，１０Ａ０１

の類似群コードが付される商品の範疇である。 

これに対し，引用商標３に係る第９類の指定商品は，別紙引用商標目録記載３の

とおりであり，いずれも「電子応用機械器具」に属する商品であると推測され，１

１Ｃ０１の類似群コードが付されるものであることから，両商品は，原則として非
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類似である。 

 〔被告の主張〕 

 ⑴ 商標の類否 

 本願商標と引用商標３とが，外観上互いに近似した印象を与えるものであり，「ユ

ニファイ」又は「ユニフィ」の称呼を同一にし，観念上区別することができないこ

とから，互いに紛れるおそれのある商標であるといえることについては，引用商標

２の場合と同様である。 

 ⑵ 商品の類否 

本願商標の指定商品であるコンピュータソフトウェアは，引用商標３の指定商品

中の「ｃｌａｓｓ ９」「Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ；ｏｐｔｉｃａｌ，ｅｌｅｃｔｒｏ

ｔｅｃｈｎｉｃａｌ ａｎｄ ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ ａｐｐａｒａｔｕｓ ａｎ

ｄ ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ ｆｏｒ ｔｈｅ ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ ｏｆ ｖｏ

ｉｃｅ，ｉｍａｇｅ，ｔｅｘｔ，ｄａｔａ，ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ ａｎｄ ｍｏ

ｖｉｎｇ ｉｍａｇｅ ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ ｏｎ ｎｅｔｗｏｒｋｓ； 

ａｐｐａｒａｔｕｓ ｆｏｒ ｒｅｃｏｒｄｉｎｇ，ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ，ｓｅ

ｎｄｉｎｇ，ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ，ｒｅｌａｙｉｎｇ，ｓｔｏｒａｇｅ ａ

ｎｄ ｏｕｔｐｕｔ ｏｆ ｍｅｓｓａｇｅｓ，ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ 

ｄａｔａ；ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ，ｃｏｍｐｕｔｅ

ｒ ｓｏｆｔｗａｒｅ」（参考和訳：第９類「コンピュータ，ネットワーク上の音

声・画像・テキスト・データ・マルチメディア及び動画の統合用の光学式・電気工

学式及び電子式機器，メッセージ・情報及びデータの記録用・処理用・送信用・伝

送用・中継用・保存用及び出力用の機器，電気通信用コンピュータ，コンピュータ

ソフトウェア」）に含まれるものであるから，両商品は，同一又は類似する。 

第４ 当裁判所の判断 

 １ 取消事由１（引用商標１に基づく商標法４条１項１１号該当性の判断の誤り）

について 
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⑴ 商品の類否 

ア 指定商品が類似のものであるかどうかは，商品自体が取引上誤認混同のおそ

れがあるかどうかにより判定すべきものではなく，それらの商品が通常同一営業主

により製造又は販売されている等の事情により，それらの商品に同一又は類似の商

標を使用するときは同一営業主の製造又は販売に係る商品と誤認されるおそれがあ

ると認められる関係にある場合には，たとえ，商品自体が互いに誤認混同を生ずる

おそれがないものであっても，それらの商標は商標法４条１項１１号にいう「類似

する商品」に当たると解するのが相当である（最高裁昭和３３年（オ）第１１０４

号同３６年６月２７日第三小法廷判決・民集１５巻６号１７３０頁参照）。 

 イ 後掲の証拠（枝番があるものは，枝番を含む。）及び弁論の全趣旨によれば，

本願商標の指定商品及び引用商標１の指定商品について，以下の事実が認められる。 

 (ア) 用途及び機能 

本願商標の指定商品は，①クロマトグラフィー及び質量分析の分野において用い

られる理化学装置の制御用コンピュータソフトウェア，②データの収集・分析・管

理・保存・転送及びデータの状況監視・レポート作成・法規制との適合性を図る理

化学装置制御用コンピュータソフトウェア，③その他のコンピュータソフトウェア

であり，いずれもコンピュータソフトウェアである。コンピュータソフトウェアは，

コンピュータを動作させるためのプログラムであり，パソコン等の汎用コンピュー

タだけでなく，様々な電子機器に使用されている。（乙１５～１７） 

引用商標１の指定商品は，「半導体チップ，半導体素子」（半導体素子等）であ

る。「半導体チップ」とは，シリコンウエハにトランジスタやダイオードなどの回

路素子を作り込んだ後，ウエハから所要機能部分だけが切り出された半導体片であ

り，「半導体素子」とは，半導体チップを入出力端子が付いたパッケージに組み込

み，使用可能な状態に仕上げたものである。半導体素子等には，集積回路（ＩＣ），

ダイオード，トランジスタ及び中央演算処理装置（ＣＰＵ）等が含まれており，コ

ンピュータのほか，多くの電子機器において機器の制御のために使用されている。
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（乙１８～２３） 

このように，コンピュータソフトウェアと半導体素子等とは，いずれも電子の作

用を応用した商品であり，コンピュータ等の電子機器は，コンピュータソフトウェ

アを用いて，半導体素子等が含まれる電子回路等に指示されることで，必要となる

機能を実現する。 

(イ) 生産部門 

コンピュータソフトウェア及び半導体素子等を製造する事業者の中には，ルネサ

スエレクトロニクス株式会社，セイコーエプソン株式会社，パナソニック株式会社，

浜松ホトニクス株式会社及び富士電機株式会社のように，コンピュータソフトウェ

アと半導体素子等の両商品を製造している事業者が相当数存在する。（乙２４～２

８） 

(ウ) 販売部門 

 コンピュータソフトウェア及び半導体素子等は，いずれも，様々な商品を取り扱

っている総合ショッピングサイトや家電量販店において販売されているだけでなく，

Ｍｏｕｓｅｒ Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ Ｉｎｃ，緑屋テクノ株式会社，アナログ・

テック株式会社，ユニ電子株式会社，東京エレクトロンデバイス株式会社，デンセ

イシリウス株式会社，株式会社ドスパラ（ドスパラ通販），株式会社ユニットコム

（パソコン工房）など，半導体素子等を含む電子部品を専門に扱う販売店において

も，両商品が販売されている。（乙２９～３６） 

(エ) 需要者 

一般の個人需要者は，自らが求めるスペックに合わせて，必要なパーツを組み立

ててパソコンを作り上げたり，所有するパソコンの性能を向上させたりするために，

コンピュータソフトウェアに含まれるオペレーティングシステム（ＯＳ）やアプリ

ケーションソフトウェア，半導体素子等に含まれるコンピュータの中央演算処理装

置（ＣＰＵ）等を購入し，使用している。（乙３７，３８） 

事業者等において半導体素子等を主に購入する者は，電子機器等の製造メーカー
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であり，これらの事業者の中には，企業内で使用するアプリケーションソフトウェ

アのほか，製品の品質・管理，又はその設計などに使用する産業用のコンピュータ

ソフトウェアを購入し，使用する者が存在する。 

 ウ 前記イの認定事実によると，本願商標の指定商品である「コンピュータソフ

トウェア」と，引用商標１の指定商品である「半導体チップ，半導体素子」とは，

①いずれも電子の作用を応用したものであり，コンピュータ等の電子機器を稼働す

るために構成上不可欠なものであって，その用途及び機能において密接な関連を有

するものであること，②両商品を生産している事業者が相当数存在すること，③様々

な商品を取り扱っている総合ショッピングサイトや家電量販店だけでなく，半導体

素子等を含む電子部品を専門に扱う相当数の販売店においても，両商品が販売され

ていること，④両商品の需要者は，一般の個人需要者や電子機器等の製造メーカー

において共通する場合があることなどの事情に照らすと，両商品の原材料及び品質

が異なること，完成品と部品の関係にないことなどを考慮したとしても，両商品に

同一又は類似の商標が使用されるときは，同一営業主の製造又は販売に係る商品と

誤認混同するおそれがあると認められる関係にあり，商標法４条１項１１号にいう

「類似する商品」に当たると解するのが相当である。 

 エ 原告の主張について 

(ア) 原告は，本願商標の指定商品のうち，理化学装置の制御用コンピュータソ

フトウェア等は，その機能・用途によれば，むしろ第９類の「理化学機械器具」に

属する商品（専用ソフトウェア）であり，１０Ａ０１の類似群コードが付される商

品の範疇であるともいえ，その場合，引用商標１の指定商品である半導体素子等が

含まれる「電子応用機械器具」とは類似群コードが異なり，両商品は，明らかに異

なるものである旨主張する。 

しかし，本願商標の指定商品は，理化学装置の制御用コンピュータソフトウェア

等に限られるものではなく，コンピュータソフトウェア全般を指定商品とするもの

であり，コンピュータソフトウェアと半導体素子等とが，商標法４条１項１１号に
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いう「類似する商品」に当たると解するのが相当であることについては，前記ウの

とおりである。 

(イ) 原告は，ソフトウェア業界は，巨大企業数社と無数の零細メーカーの二極

構造であるのに対し，半導体業界は，その製造に大規模かつ最新の設備を必要とす

る代表的な装置産業であることから，両商品は業界自体が異なるだけでなく，生産

部門において一致しない旨主張する。 

しかし，コンピュータソフトウェアと半導体素子等との両商品を製造する事業者

が相当数存在することについては，前記イ(イ)のとおりである。また，一般社団法

人電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）における，コンピュータソフトウェアに関

連するソフトウェア事業委員会を構成する８社のうち６社は，半導体事業に関連す

る半導体部会の構成企業でもあり，同協会の半導体部会と一般社団法人コンピュー

タソフトウェア協会の両方の登録会員である企業も存在すること（甲３，７，乙３

９の１・２）に鑑みても，両商品の生産部門は一致しないものではない。 

(ウ) 原告は，コンピュータソフトウェアは，一般消費者向けに取引を展開する

ウェブサイトにおいても，「パソコンソフト」のジャンル名で多数取引されている

のに対し，半導体素子等は，半導体を専門的に取り扱う商社等を通じて主に販売さ

れるものであり，自作パソコンの製作を試みるパソコンマニア向けに，一部のパソ

コンショップやネットショップで半導体素子等が販売されている事実があるとして

も，半導体素子等の販売取引市場全体を見れば，ごく僅かな一部の事情を示すにす

ぎない旨主張する。 

しかし，様々な商品を取り扱っている総合ショッピングサイトや家電量販店だけ

でなく，半導体素子等を含む電子部品を専門に扱う相当数の販売店においても，コ

ンピュータソフトウェアと半導体素子等の両商品が販売されていることについては，

前記イ(ウ)のとおりである。また，前記イ(エ)のとおり，一般の個人需要者の中に

は，パソコンを自作する者のほか，所有するパソコンの性能を向上させること等を

目的として，半導体素子等に含まれるＣＰＵなどの電子部品及びコンピュータソフ
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トウェア等を購入し使用する者もいるのであって，両商品を購入する者は，自作パ

ソコンを製作する一部のパソコンマニアに限られるものではない。さらに，一般消

費者向けに取引を展開するウェブサイトである楽天市場の「全てのカテゴリー」に

おいて，引用商標１の指定商品に包含される「ＣＰＵ」，「サーミスタ」，「トラ

ンジスタ」及び「ダイオード」を検索すると，それぞれ，１７万１３３３件，１万

１８６５件，２万１６０３件及び７万０２３２件が検出されること（乙４１～４４）

に鑑みても，両商品の販売部門は一致しないものではない。 

(エ) 原告は，コンピュータソフトウェアは，あらゆるビジネス分野の事業者だ

けでなく，幅広い年齢の個人利用者をその需要者とするのに対し，半導体素子等は，

半導体を組み込んだ各種産業製品を生産する事業者がその主たる需要者であり，ソ

フトウェア独自のビジネス構造においても顕著な差異を有しており，両商品は需要

者の範囲において比較し得ない旨主張する。 

しかし，両商品の需要者は，一般の個人需要者や電子機器等の製造メーカーにお

いて共通する場合があることについては，前記イ(エ)のとおりである。 

(オ) 原告は，コンピュータソフトウェアはバージョンアップやアンインストー

ルを容易に行うことができ，半導体素子等にはないソフトウェア特有の特徴を備え

ていることを考慮すると，両商品は用途において顕著に異なる旨主張する。 

しかし，両商品は，いずれも電子の作用を応用したものであり，コンピュータ等

の電子機器を稼働するために構成上不可欠なものであって，その用途及び機能にお

いて密接な関連を有するものであることについては，前記イ(ア)のとおりである。

コンピュータソフトウェアのインストール，バーションアップ等は，当該商品の利

用方法における一つの特徴を述べたものにすぎない。 

(カ) 原告は，日本標準産業分類において，コンピュータソフトウェアと半導体

素子等とは異なる分類に区分されており，両商品は，我が国の産業構造上，異なる

業界・分野に属するものと捉えられている旨主張する。 

しかし，本願商標の指定商品と引用商標１の指定商品とが，その用途及び機能に
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おける密接な関連性，生産部門，販売部門及び需要者の共通性等の事情を考慮する

と，両商品に同一又は類似の商標が使用されるときは，同一営業主の製造又は販売

に係る商品と誤認混同するおそれがあると認められる関係にあることについては，

前記ウのとおりである。両商品について，日本標準産業分類において異なる分類が

されていることは，上記認定を左右するものではない。 

(キ) 以上のとおり，原告の主張は，いずれも採用できない。 

 ⑵ 商標の類否 

本願商標と引用商標１は，いずれも標準文字をもって表された文字であり，その

つづりを同一にするものであって，相違する部分は，２文字目の「Ｎ」と「ｎ」，

３文字目の「Ｉ」と「ｉ」及び５文字目の「Ｉ」と「ｉ」がそれぞれ大文字である

か小文字であるかの差異だけである。また，両商標は，いずれも「ユニフィ」の称

呼を生ずるものであるが（なお，本願商標から「ユニファイ」の称呼を生ずるか否

かについては，前記のとおり当事者間に争いがある。），特定の観念を生じるもの

ではなく，観念上，区別することができない。このように，両商標は，外観におい

て近似し，称呼を共通にし，観念において区別できるものではないから，類似する

商標というべきであり，この点は当事者間に争いがない。 

⑶ 小括 

したがって，本願商標は，引用商標１と類似する商標であり，かつ，引用商標１

の指定商品と同一又は類似する商品について使用をするものと認められ，商標法４

条１項１１号に該当する。 

２ 結論 

 以上のとおり，取消事由１は理由がなく，本願商標は，商標法４条１項１１号に

該当するものといえるから，同旨の本件審決の判断に誤りはない。 

よって，その余の点について判断するまでもなく，原告の請求は理由がないから，

これを棄却することとし，主文のとおり判決する。 

     知的財産高等裁判所第４部 
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          裁判長裁判官     髙   部   眞 規 子 

 

  

             裁判官     山   門       優 

 

 

             裁判官     片   瀬       亮 
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別紙 

引用商標目録 

 

１ 商標登録番号：第５２２８４７０号  

商標の構成：ＵｎｉＦｉ（標準文字）  

出願日：平成２０年７月１１日  

設定登録日：平成２１年５月１日  

指定商品：第９類「半導体チップ，半導体素子」 

商標権者：ユニフアイ コーポレーション 

 

２ 商標登録番号：第２０４８８１０号  

商標の構成：                  

 

出願日：昭和５９年９月２５日 

設定登録日：昭和６３年５月２６日 

指定商品：第９類「電子応用機械器具及びその部品，配電用又は制御用の機械

器具，回転変流機，調相機，電池，電気磁気測定器，電線及びケーブル，磁心，

抵抗線，電極」 

商標権者：シーメンス エンタープライズ コミュニケーションズ ゲーエム

ベーハー ウント コンパニー カーゲー 
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３ 商標登録番号：国際登録第１１１７８６３Ａ号  

商標の構成：  

 

出願日：２０１１年（平成２３年）４月２０日  

国際登録日：２０１１年（平成２３年）１０月１９日 

設定登録日：平成２５年１１月８日 

指定商品及び指定役務：Ｃｌａｓｓ ９「Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ； ｏｐｔｉｃ

ａｌ， ｅｌｅｃｔｒｏｔｅｃｈｎｉｃａｌ ａｎｄ ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ 

ａｐｐａｒａｔｕｓ ａｎｄ ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ ｆｏｒ ｔｈｅ ｉｎｔ

ｅｇｒａｔｉｏｎ ｏｆ ｖｏｉｃｅ， ｉｍａｇｅ， ｔｅｘｔ， ｄａｔ

ａ， ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ ａｎｄ ｍｏｖｉｎｇ ｉｍａｇｅ ｃｏｍｍ

ｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ ｏｎ ｎｅｔｗｏｒｋｓ； ａｐｐａｒａｔｕｓ ｆ

ｏｒ ｒｅｃｏｒｄｉｎｇ， ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ， ｓｅｎｄｉｎｇ， ｔ

ｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ， ｒｅｌａｙｉｎｇ， ｓｔｏｒａｇｅ ａｎｄ ｏ

ｕｔｐｕｔ ｏｆ ｍｅｓｓａｇｅｓ， ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ ｄ

ａｔａ； ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ， ｃｏｍｐ

ｕｔｅｒ ｓｏｆｔｗａｒｅ； ｄａｔａ， ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ ａｎｄ 

ｍｏｖｉｎｇ ｉｍａｇｅ ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ ｄｅｖｉｃｅｓ， 

ｉｎ ｐａｒｔｉｃｕｌａｒ ｆｏｒ ｖｏｉｃｅ ｄａｔａ ｃｏｍｍｕｎ

ｉｃａｔｉｏｎｓ， ｔｅｌｅｐｈｏｎｅｓ， ｖｉｄｅｏｐｈｏｎｅｓ， ａ

ｎｄ ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ ａｎｓｗｅｒｉｎｇ ｍａｃｈｉｎｅｓ， ｄｉ

ａｌｌｉｎｇ ａｐｐａｒａｔｕｓ， ｄｏｍｅｓｔｉｃ ｔｅｌｅｐｈｏｎ

ｅ ａｐｐａｒａｔｕｓ， ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ ｂｒａｎｃｈ ｅｘｃｈａ

ｎｇｅｓ； ｐｈｏｔｏｃｏｐｙｉｎｇ ａｐｐａｒａｔｕｓ； ｔｅｌｅｃ
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ｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ ｎｅｔｗｏｒｋ ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ， ｉｎ

ｃｌｕｄｉｎｇ ｅｘｃｈａｎｇｅ ａｎｄ ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ ａ

ｐｐａｒａｔｕｓ， ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌ ｍｏｄｕｌｅｓ ａｎｄ ｃｏ

ｍｐｏｎｅｎｔｓ ｆｏｒ ｔｈｉｓ ａｐｐａｒａｔｕｓ， ｉｎｃｌｕｄ

ｉｎｇ ｐｏｗｅｒ ｓｕｐｐｌｙ ａｐｐａｒａｔｕｓ； ｂａｔｔｅｒｉ

ｅｓ， ａｃｃｕｍｕｌａｔｏｒｓ， ｐｏｗｅｒ ｓｕｐｐｌｙ （ｔｒａ

ｎｓｆｏｒｍｅｒｓ）， ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ ｄｅｖｉｃｅｓ， ｉ

ｎｃｌｕｄｉｎｇ ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ ｃａｂｌｅｓ ａｎｄ ｏ

ｐｔｉｃａｌ ｆｉｂｒｅｓ ａｎｄ ａｓｓｏｃｉａｔｅｄ ｃｏｎｎｅｃ

ｔｏｒｓ； ａｐｐａｒａｔｕｓ ｆｏｒ ｗｉｒｅｌｅｓｓ ｔｒａｎｓｍ

ｉｓｓｉｏｎ ｂｙ ｍｅａｎｓ ｏｆ ｉｎｆｒａｒｅｄ ｏｒ ｒａｄｉ

ｏ； ｐａｒｔｓ ｏｆ ａｌｌ ｔｈｅ ａｆｏｒｅｓａｉｄ ａｐｐａｒ

ａｔｕｓ ａｎｄ ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ （ｉｎｃｌｕｄｅｄ ｉｎ ｔｈｉ

ｓ ｃｌａｓｓ）； ｉｎｓｔａｌｌａｔｉｏｎｓ ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ ｏ

ｆ ａ ｃｏｍｂｉｎａｔｉｏｎ ｏｆ ｔｈｅ ａｆｏｒｅｓａｉｄ ａｐ

ｐａｒａｔｕｓ ａｎｄ ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ； ａｌｌ ｏｆ ｔｈｅ ａ

ｂｏｖｅ ｇｏｏｄｓ ｅｘｃｌｕｄｉｎｇ ｃｏｎｓｕｍｅｒ ａｕｄｉｏ 

ａｎｄ ｖｉｄｅｏ ｐｒｏｄｕｃｔｓ ｓｕｃｈ ａｓ ｌｏｕｄｓｐｅａ

ｋｅｒｓ， ｌｏｕｄｓｐｅａｋｅｒ ｓｙｓｔｅｍｓ ａｎｄ ｔｅｌｅｖ

ｉｓｉｏｎｓ．」 

Ｃｌａｓｓ ３５～３８，４１，４２「（いずれも略）」 

【商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務の訳（参考）】 

第９類「コンピュータ，ネットワーク上の音声・画像・テキスト・データ・マ

ルチメディア及び動画の統合用の光学式・電気工学式及び電子式機器，メッセ

ージ・情報及びデータの記録用・処理用・送信用・伝送用・中継用・保存用及

び出力用の機器，電気通信用コンピュータ，コンピュータソフトウェア，デー
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タ・マルチメディア及び動画の通信用装置，特に音声データ通信用のもの，電

話機，テレビ電話機，留守番電話機，ダイヤル用機器，国内用電話用機器，電

話交換機，写真複写機，電気通信ネットワーク装置（交換用及び送信用機器を

含む），各モジュール及びこの機器の構成部品（電源を含む），蓄電池，蓄電

池，電源（変圧器），送信用装置（通信ケーブル及び光ファイバー及び関連し

た接続具を含む），赤外線又は無線の手段による無線送信用機器，前述の全て

の機器の部品（本類に属するもの），前述の機器の組み合わせからなる設備，

前述の全ての商品は消費者用オーディオ製品及びビデオ製品（例えば拡声器・

拡声器システム及びテレビジョン）を除く」 

第３５類～第３８類，第４１類，第４２類「（いずれも略）」 


